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平成２７年度普通交付税及び地方特例交付金決定額等について 
 

Ⅰ 普通交付税 
 

１．普通交付税決定額（全国） 
（単位：億円、％） 

区  分 平成27年度 平成26年度 対前年度伸率 

道 府 県 分 
（１０９，６２８） 

８３，７０５ 

（１１８，６３４） 

８４，５３３ 

（△７．６） 

△１．０ 

市 町 村 分 
（９３，１１７） 

７３，７９０ 

（９６，０４２） 

７４，１９１ 

（△３．０） 

△０．５ 

合 計 
（２０２，７４５） 

１５７，４９５ 

（２１４，６７６） 

１５８，７２４ 

（△５．６） 

△０．８ 

   ※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

 

２．本県分  

（１）交付決定額 （臨時財政対策債を加えた額） 

県    分     2,122億6,776万1千円 （2,498億8,340万4千円） 

市町村分     1,889億5,607万7千円  （2,124億1,693万1千円） 

（２）対前年度比較 

    ア  県分の交付決定額は、前年度に比べ20億4,356万1千円（△1.0％）の減となった。 

交付決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額は、前年度に比べ77億

5,722万4千円（△3.0％）の減となった。 

    イ  市町村分の交付決定額は、前年度に比べ9億1,482万円（△0.5％）の減となった。 

       六ヶ所村は平成８年度から引き続き不交付団体となっている。 

実質的な地方交付税額（交付団体ベース）は、前年度に比べ22億1,393万2千円（△1.0％）の減となった。      

（市町村別の額は別紙１・２のとおり。） 
（単位：千円、％） 

区 分 平成27年度 
平成26年度 

（当初算定） 
差引増減 伸率 

県   分 
（２４９，８８３，４０４） 

２１２，２６７，７６１ 

（２５７，６４０，６２８） 

２１４，３１１，３２２ 

（△７，７５７，２２４） 

△２，０４３，５６１ 

（△３．０） 

△１．０ 

市町村分 
（２１２，４１６，９３１） 

１８８，９５６，０７７ 

（２１４，６３０，８６３） 

１８９，８７０，８９７ 

（△２，２１３，９３２） 

△９１４，８２０ 

（△１．０） 

△０．５ 

合 計 
（４６２，３００，３３５） 

４０１，２２３，８３８ 

（４７２，２７１，４９１） 

４０４，１８２，２１９ 

（△９，９７１，１５６） 

△２，９５８，３８１ 

（△２．１） 

△０．７ 

※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

  



Ⅱ 臨時財政対策債発行可能額 
 

１．臨時財政対策債の概要 

地方財源の不足に対処するため、平成 26 年度から平成 28 年度の間、地方財政法第５条の特例として発行さ

れるもの（平成 13 年度から平成 25 年度の間においても同様に発行）。 

なお、その元利償還金については、翌年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 

 

２．臨時財政対策債発行可能額の算出方法 

財政力の弱い地方公共団体に配慮し、財源調整機能を強化する観点から、平成 22 年度以降、段階的に「人

口基礎方式」を廃止し、平成 25 年度から、全額、「財源不足額基礎方式」により算出している。 

 

３．臨時財政対策債発行可能額（全国） 

                                                                      （単位：億円、％） 

区  分 平成27年度 平成26年度 対前年度伸率 

都 道 府 県 分 ２５，９２３ ３４，１０１  △２４．０ 

市  町  村  分 １９，３２７ ２１，８５１  △１１．６ 

合 計 ４５，２５０ ５５，９５２  △１９．１ 

 

４．本県分 

  県   分  376 億 1,564 万 3 千円 

  市町村分  234 億 6,085 万 4 千円（市町村別発行可能額は別紙３のとおり） 

                                                                   （単位：千円、％） 

区 分 平成27年度 平成26年度 差引増減 伸率 

県        分 ３７，６１５，６４３ ４３，３２９，３０６ △５，７１３，６６３ △１３．２ 

市  町  村  分 ２３，４６０，８５４ ２４，７５９，９６６ △１，２９９，１１２ △５．２ 

合 計 ６１，０７６，４９７ ６８，０８９，２７２ △７，０１２，７７５ △１０．３ 

 



Ⅲ 地方特例交付金 

 

１． 地方特例交付金の概要 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補塡するため、各地

方公共団体の住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として算定するもの。 

 

２． 地方特例交付金交付決定額（全国）  

                         （単位：億円、％）                                              

区  分 平成27年度 平成26年度 対前年度伸率 

都道府県 ４７５ ４７７ △０．３ 

市 町 村 ７１３ ７１５ △０．３ 

合   計 １，１８９ １，１９２ △０．３ 

 

３．本県分 

県   分   地方特例交付金：   3 億 1,129 万円 

市町村分   地方特例交付金：   4 億 6,608 万 9 千円 （市町村別決定額は別紙４のとおり） 

 

（単位：千円、％） 

区  分 平成27年度 平成26年度 対前年度伸率 

都道府県 ３１１，２９０ ３０４，０７０ ２．４ 

市 町 村 ４６６，０８９ ４５６，１１３ ２．２ 

合   計 ７７７，３７９ ７６０，１８３ ２．３ 

※ 上記交付金は、普通交付税の交付・不交付にかかわらず、全地方公共団体が交付対象となる。 

 

 


